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ではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する「新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びに訂

正事項分（作成された場合）」をご覧頂いた上で、投資家ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。また、この文

書は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933 年米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又

は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証券の公

募が行われる場合には、1933 年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペクタス

は、当該証券の発行法人又は当該証券の保有者より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関

する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 
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平成平成平成平成 22227777 年年年年 2222 月期及び平成月期及び平成月期及び平成月期及び平成 22227777 年年年年 8888 月期の運用状況及び分配予想の修正並びに月期の運用状況及び分配予想の修正並びに月期の運用状況及び分配予想の修正並びに月期の運用状況及び分配予想の修正並びに    

平成平成平成平成 22228888 年年年年 2222 月期の運用状況及び分配予想に関するお知らせ月期の運用状況及び分配予想に関するお知らせ月期の運用状況及び分配予想に関するお知らせ月期の運用状況及び分配予想に関するお知らせ    

 

 

平成 26 年 10 月 10 日付決算短信にて公表しました平成 27 年 2 月期（第 26 期：平成 26 年 9 月 1 日～

平成 27 年 2 月 28 日）及び平成 27 年 8 月期（第 27 期：平成 27 年 3 月 1 日～平成 27 年 8 月 31 日）の

運用状況及び分配予想について、下記の通り修正することとしましたので、お知らせ致します。 

また、平成 28 年 2 月期（第 28 期：平成 27 年 9 月 1 日～平成 28 年 2 月 29 日）の運用状況及び分配

予想についても併せてお知らせ致します。 

 

記 

 

1.1.1.1. 平成平成平成平成 27272727 年年年年 2222 月期（月期（月期（月期（第第第第 26262626 期）の運期）の運期）の運期）の運用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正        

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 口当たり 

分配金 

（利益超過分

配金を含まず） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

前回発表時予想 

（A） 

16,929  

百万円 

7,229  

百万円 

5,489  

百万円 

5,472 

百万円 

2,580 円 0 円 

今回発表予想 

（B） 

17,060 

百万円 

7,334 

百万円 

5,638 

百万円 

5,620 

百万円 

2,650 円 0 円 

増減額 

（B－A） 

130 

百万円 

104 

百万円 

148 

百万円 

148 

百万円 

70 円 － 

増減率 

0.8％ 1.4％ 2.7％ 2.7％ 2.7％ － 

（注 1） 期末発行済投資口数は 2,120,884 口です。 

（注 2） 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益は、単位未満を切捨てて表示しています。増減率については、小数点

第 2 位を四捨五入しています。 
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2. 2. 2. 2. 平成平成平成平成 22227777 年年年年 8888 月期（月期（月期（月期（第第第第 27272727 期）の運期）の運期）の運期）の運用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正用状況及び分配予想の修正        

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 口当たり 

分配金 

（利益超過分

配金を含まず） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

前回発表時予想 

（A） 

17,328 

百万円 

7,175 

百万円 

5,428 

百万円 

5,409 

百万円 

2,550 円 0 円 

今回発表予想 

（B） 

17,938 

百万円 

7,659 

百万円 

5,877 

百万円 

5,858 

百万円 

2,620 円 0 円 

増減額 

（B－A） 

610 

百万円 

484 

百万円 

449 

百万円 

449 

百万円 

70 円 － 

増減率 

3.5％ 6.8％ 8.3％ 8.3％ 2.7％ － 

（注 1） 予想期末発行済投資口数は 2,235,735 口です。 

（注 2） 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益は、単位未満を切捨てて表示しています。増減率については、小数点

第 2 位を四捨五入しています。 

    

3333．．．．    修正理由修正理由修正理由修正理由        

平成 26 年 10 月 10 日付で公表した平成 27 年 2 月期（第 26 期）及び平成 27 年 8 月期（第 27 期）の

分配金の予想に関し、主として以下の要因により、前記 1.及び 2.の通り増額修正を行うとともに、運用状況

の予想についても修正を行うものです。 

 

（１）平成 27 年 2 月期（第 26 期） 

① 賃貸条件の改善等による既存物件の賃料収入の増加 

② 融資関連費用の減少 

 

（２）平成 27 年 8 月期（第 27 期） 

① 平成 27 年 3 月 2 日の決議に基づく、新投資口の発行及び投資口の売出し

(注 1)

 

② 平成27年3月2日の決議に基づく、資産2物件（プライムスクエア広瀬通、セントラルクリブ六本木）

の取得

(注 2)

 

③ 平成 27 年 3 月 2 日の決議に基づく、資産（代々木フォレストビル）の一部譲渡

(注 3) 

④ 賃貸条件の改善と稼働率向上等による既存物件の賃料収入の増加 

 

（注1） 新投資口の発行及び投資口の売出しの詳細は、本日付で公表した｢新投資口発行及び投資口売出しに関

するお知らせ｣をご参照ください。 

（注2） 資産の取得の詳細は、本日付で公表した｢資産の取得に関するお知らせ（プライムスクエア広瀬通、セントラ

ルクリブ六本木）｣をご参照ください。 

（注3） 資産の譲渡の詳細は、本日付で公表した「資産の一部譲渡に関するお知らせ（代々木フォレストビル）」をご

参照ください。 
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4444．．．．    平成平成平成平成 28282828 年年年年 2222 月期（月期（月期（月期（第第第第 28282828 期）の運期）の運期）の運期）の運用状況及び分配予想用状況及び分配予想用状況及び分配予想用状況及び分配予想        

 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 口当たり 

分配金 

（利益超過分

配金を含まず） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

今回発表予想 

17,921 

百万円 

7,588 

百万円 

5,923 

百万円 

5,904 

百万円 

2,640 円 0 円 

（注 1）予想期末発行済投資口数は 2,235,735 口です。 

（注 2）営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益は、単位未満を切捨てて表示しています。 

    

 

ご注意： 

平成 27 年 8 月期（第 27 期）の運用状況及び分配予想の修正並びに平成 28 年 2 月期（第 28 期）の運用

状況及び分配予想については、添付「参考資料」記載の一定の前提条件に基づき算出しています。 

したがって、今後の不動産等の追加取得又は譲渡、運用環境の変化等により、実際の営業収益、営業利

益、経常利益、当期純利益及び 1 口当たり分配金は変動する可能性があり、本予想はこれを保証するもの

ではありません。 

 

 

参考資料 

Ⅰ.平成 27 年 8 月期（第 27 期）及び平成 28 年 2 月期（第 28 期）の各運用状況の予想の前提条件 

 

以上 

 

 

本日資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
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Ⅰ.平成 27 年 8 月期（第 27 期）及び平成 28 年 2 月期（第 28 期）の各運用状況の予想の前提条件 

計算期間 

・ 平成 27 年 8 月期（第 27 期）：平成 27 年 3 月 1 日～平成 27 年 8 月 31 日 

・ 平成 28 年 2 月期（第 28 期）：平成 27 年 9 月 1 日～平成 28 年 2 月 29 日 

保有物件 

・ 運用状況の予想にあたっては、平成 27 年 3 月 2 日現在保有している 96 物件

に、平成 27 年 4 月 1 日取得予定の「プライムスクエア広瀬通」、「セントラルクリ

ブ六本木」を加えた計 98 物件を前提としており、平成 28 年 2 月期末（平成 28

年 2月29日）までの間、物件の異動（追加物件の取得、既存保有物件の売却）

がないことを前提としております。 

・ 実際には物件の異動等により変動する可能性があります。 

発行済投資口数 

・ 平成 27 年 2 月期末時点の発行済投資口数（2,120,884 口）に、平成 27 年 3

月 2 日開催の本投資法人役員会で決議された公募による新投資口の発行

（109,381 口）及びオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当による

新投資口の発行（上限 5,470 口）によって発行される合計 114,851 口を加えた

2,235,735 口を前提としております。 

・ 第三者割当による発行投資口数は、上限である 5,470 口全てが発行されること

を前提としております。 

有利子負債 

・ 平成 27 年 3 月 2 日時点において、237,905 百万円（長期借入金 213,405 百万

円、投資法人債 24,500 百万円）の有利子負債を有しており、LTV（総資産ベー

ス）

（注 1、3）

は 47.3％、LTV（出資総額ベース）

（注 2、3）

は 50.4％となっております。 

・ 平成 27 年 8 月期において弁済期限を迎える長期借入金 21,055 百万円(返済

期限平成 27 年 3 月 19 日、平成 27 年 3 月 26 日、平成 27 年 6 月 17 日及び

平成 27 年 7 月 29 日)については、全額借換えを行うことを前提としています。

また、当該期において償還期日が到来する投資法人債はありません。 

・ 平成 28 年 2 月期において償還期日が到来する投資法人債 5,000 百万円(償

還期限平成 27 年 11 月 18 日)については全額借換えを行うことを前提としてい

ます。 

・ 平成 27 年 3 月 2 日開催の本投資法人役員会で決議された公募による新投資

口の発行における手取金である 17,872 百万円（見込額）については、取得予

定物件の取得資金の一部に充当し、残余については手元資金とすることを想

定しています。 

・ オーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当による新投資口の発行の

手取金上限については、手元資金とし、将来の特定資産の取得資金の一部又

は借入金の返済資金の一部に充当することを想定しています。 

・ 上記に従い、平成 27 年 8 月期末時点及び平成 28 年 2 月期末時点において

有利子負債残高は、237,905 百万円（長期借入金 213,405 百万円、投資法人

債 24,500 百万円）となる見込みです。また、平成 27 年 3 月 2 日開催の本投資

法人役員会で決議された公募による新投資口の発行及び第三者割当による

新投資口の発行等により出資総額が増加することを想定し、LTV（総資産ベー

ス）は 45.6％、LTV（出資総額ベース）は 48.4％となる見込みです。但し、今回

募集する投資口の発行価格により、上記有利子負債残高及び各 LTV は変動

する可能性があります。 

（注1） 「LTV（総資産ベース）」（％）＝有利子負債÷総資産見込額×100 

「総資産見込額」とは、平成 26年 8月期末時点における総資産額に平成 26 年 8 月期末

以降における有利子負債純増額及び出資金純増額を加えた金額をいいます。 

（注2） 「LTV（出資総額ベース）」（％）＝有利子負債÷（有利子負債＋出資総額）×100 

（注3） 各 LTV は、小数点第 2 位を四捨五入して記載しております。 

営業収益 

・ 賃貸事業収入は、平成 27 年 3 月 2 日現在で有効な賃貸借契約書をもとに、

市場環境、各物件の競争力及びテナントとの交渉状況等を勘案して算出して
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おります。なお、取得予定物件については、平成 27 年 3 月 2 日現在における

取得予定日以降の賃貸借契約条件等の見込みをもとに算出しています。 

・ テナントによる賃料の延滞又は不払いがないことを前提としております。 

・ 物件譲渡益（物件移転に係る補償金等を含む）については、平成 27 年 8 月期

において「代々木フォレストビル」の一部譲渡により約74百万円を見込んでおり

ます。 

営業費用 

・ 保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税等については原則として賦

課決定された税額のうち、当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として

費用処理する方法を採用しております。なお、不動産等の取得に伴い本投資

法人が負担すべき取得年度の固定資産税、都市計画税等相当額について

は、費用計上せず当該不動産等の取得原価に算入しております。 

・ 修繕費は、年度による金額の差異が大きいこと、定期的に発生する金額でない

こと等から、予想する金額と大きく異なる可能性があります。 

・ 公租公課については、平成 27 年 8 月期は 1,353 百万円、平成 28 年 2 月期は

1,352 百万円を想定しております。 

・ 管理業務費については、平成 27 年 8 月期は 1,609 百万円、平成 28 年 2 月期

は 1,592 百万円を想定しております。 

・ 減価償却費については、平成 27 年 8 月期は 3,643 百万円、平成 28 年 2 月期

は 3,642 百万円を想定しております。 

営業外費用 

・ 営業外費用（支払利息、投資法人債利息等）については、平成 27 年 8 月期は

1,787 百万円、平成 28 年 2 月期は 1,670 百万円を想定しております。 

・ 上記営業外費用のうち、平成 27 年 3 月 2 日開催の本投資法人役員会で決議され

た公募による新投資口の発行等に係る費用として、平成 27 年 8 月期に 62 百万円

を想定しております。 

1 口当たり分配金 

・ 利益の金額を限度とし、かつ、配当可能額の 90％に相当する金額を超えて分配す

ることを前提としております。 

・ テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動や、物件の異動、金利の変動、新投資口

の追加発行等により１口当たりの分配金の額が変動する可能性があります。 

1 口当たり 

利益超過分配金 

・  利益を超える金銭の分配については、現時点で行う予定はありません。 

その他 

・ 法令、税制、会計基準、上場規則及び投信協会規則等において、上記の予想数

値に影響を与える改正が行われないことを前提としております。 

・ 一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提

としております。 

 


